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（3）下水道整備の現状

　稼働中の下水処理場はない。ディエルゾール市の下水処理場は住宅建設省の予算で

GCECにより調査設計済みである。ただし、建設の目処は立っていない。ディエルゾール県

では、人口が多く生活排水量が大きい３つの都市（Dier-al-zor、Al Mayadeen、Abukamal）

の下水道整備を優先したい考えである。

４－５－７　ハサケ県

（1）地域概況

　ユーフラテス川の支流域（ハボール川流域）に位置し、トルコとイラクに国境を接してい

る。ハサケ県には５つの市（City）、14の中都市（Municipality）、120の小都市（Small-towns）

と 4,000 ～ 5,000 の村落がある。５つの市はハサケ市を除いてすべてトルコ国境沿いにあ

る。県人口は110万人。主要産業は農業で、今のところ深刻な工場排水はない。トルコ国

境沿いのカミシリ（Qamishli）市付近には油田地帯がある。

（2）下水道事業体

　上水道公社内に下水道部（Department of Sewerage：20 ～ 25 名）があり、ラス・アライ

ン（Ras Alain）下水処理場の維持管理を行っている。新規の下水道整備事業は、住宅建設

省と県の技術部が管轄しており、上下水道公社は関与していない。上下水道公社の総従業

員数は 1,400 名。

（3）下水道整備の現状

　トルコ国境のラス・アライン（Ras Alain）市の下水処理場が、現在稼働している。３万5,000

人を対象として建設されたが、人口増加により既に拡張が必要となっている。地下水を水

道水源としており早期の拡張を要望している。

　一方、ハサケ市（20万人）の下水処理場は住宅建設省の予算で、既にGCECにより調査

設計済みである。ただし、建設の目処は立っていない。GCECの設計に不安を感じており、

JICA 本格調査でのチェックを要望している。

　また、ハサケ県では地下水の汚染が懸念されている。トルコ国境沿いの地下水を水源と

する４市（Qamishli：40 万人、Malkiyeh：２万 5,000 人、Aamuda：２万人、Dirbasiyeh：

１万 5,000 人）の下水道整備を優先したい考えである。

　

 ４－６　他ドナーの援助動向

（1）ドイツ政府

　GTZ（ドイツ技術協力公社）は10年前から水分野の支援を行っている。新たに経済技術省

地質研究所（BGR）と the German Development Service（DED）の協力によりGTZ は、2006

年から始まる５年間の新規プログラムとして、水セクターの組織制度支援に関する包括的な

技術協力プログラム「Institutional Support to the Syrian Water Sector」を実施する計画であ

る。最終的には10年間継続するものとしている。本プログラムは、水セクターの関係機関が

統合的に水資源を管理し、多様な需要者の水ニーズに持続可能で合理的かつ効率的な方法で

対応することを目標として、国家企画庁をメイン C/P として、各関係省庁・機関が連携して
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プロジェクトを実施することになっている。関係する省庁・機関は以下のとおり。

①　国家企画庁（State Planning Commission：SPC）

②　住宅建設省（Ministry of Housing and Construction：MHC）

③　灌漑省（Ministry of Irrigation：MOI）

④　地方行政・環境省（Ministry of Local Administration and Environment：MOLAE）

⑤　エンジニアリング建築家組合（Syrian Engineers and Architects）

⑥　アレポ上下水道公社

⑦　ダマスカスルーラル県上下水道公社

　2005 年７月時点の評価調査団（Appraisal Mission）での合意書では、技術協力プロジェク

トとして、合計 870M/M（GTZ/DED/BGR and Consultants: 412M/M、Local and regional

experts and local assistance: 458M/M）のコンサルティングサービス、機材供与、運営費の

負担を約束しており、大規模なプログラムとなっている。

　特に、上下水道分野は多くの問題を抱えているとして、住宅建設省へは当面３年間で以下

の支援を行うことになっている。

①　上下水道公社の管理フレームワークの確立：料金体系、コストリカバリー、財務運

営、資産管理等、公社の経営・管理に関するフレームワークができておらず、実際のコ

ストをだれも知らず健全な事業の実施ができない状況にあるため、当面３年かけてコス

トリカバリーの現状分析を行う。

②　国家レベルの上下水道事業の法制度・組織のリフォーム

③　下水道５か年投資計画 （2006～2010年） 実施のための技術支援と住宅建設省職員の

トレーニング

④　アレポ上下水道公社とダマスカスルーラル県上下水道公社のキャパシティー・ビル

ディング

　2006年１月から、ドイツのコンサルタントチームが現地でプロジェクトを開始する予定で

ある。

（2）地中海陸上起因汚染防止プログラム

　地中海陸上起因汚染防止議定書に基づいて、EU の支援によりプログラムが実施されてい

る。2006～2010年の投資計画は表４－７のようになっている。下水道関連プログラムとし

て、ラタキア市（A2）、バニアス市（A3 、A4）、タルトゥース市（A7）、ジャブラ市（B1）

の４か所の下水処理場と下水道システムの新設・リハビリが含まれている。 全プロジェクト

で内外貨合わせて総額約240億円の投資が必要であり、そのうち上記の５つの下水道関連プ

ログラムで約 100 億円の投資が必要となっている。
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　上記のプログラムの外貨分はプロジェクトごとのローンであり、その金利だけをEUが無

償援助するものである。したがって、シリア側は借入金の全額について返済義務がある。ラ

タキア市及びタルトゥース市の下水処理場の建設は、既にフランスの企業（OTV社）と調印

したにもかかわらず、着工に至っていないのは、返済余力、コストリカバリーの問題が関係

しているものと推測される。

（3）UNRWA 難民キャンプ及び周辺集落上下水道整備プロジェクト

　本プロジェクトは、ダマスカスルーラル南西部の２か所の難民キャンプ（Khan Dannoun、

Khan Eshieh）並びに周辺村落を含む、３万2,000haの総合的な上下水道整備計画である。こ

れは、難民キャンプの整備だけでは周辺村落住民の理解が得られないため、周辺村落を含む

総合的な整備計画となった背景がある。

　2005 年の人口は 27 万 5,000 人で、2025 年には 48 万人を予測している。図４－７にプロ

ジェクト位置図を示す。

Project Million SP Million $

A. First Priority Projects:

1. Re-qualification of Bassa landfill compound in Lattakia 130 2.45

2. Sewerage system of Lattakia 1,367 25.79

3. Sewerage system of Banias (Canalization + Pump stations) 567 10.70

4. Sewage treatment plant of Banias (3 stages) 61 1.15

5. Industrial water treatment plant (Oil refinery of Banias) 300 5.66

6. The shift from oil to natural gas in Banias thermal station 2,650 50.00

7. Sewage treatment plant in Tartous 300 5.66

8. Landfill compound of Tartous in Hiddle valley 125 2.36

9. Air filters of Tartous cement plant 62 1.17

B. Second Priority Projects

1. Sewage treatment plant of Jable and rehabilitation of sewerage system 150 2.83

2. Sewage water project of Fawwar spring 70 1.32

Total
5,782 109

（121億円）（125億円）

表４－７　2006 ～ 2010 年地中海陸上起因汚染防止プログラム投資計画

注：1.0 SP＝ 2.1円、1.0 $ ＝ 115円で換算
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（6）欧州連合（European Union：EU）

　上記（2）の「地中海陸上起因汚染防止プログラム」で主導的な役割を果たしており、融資

金利の無償援助を行っている。また、上記（3）の「UNRWA 難民キャンプ及び周辺集落上

下水道整備プロジェクト」においても無償援助を行っている。また、現在「Mun i c i p a l

Administration Modernization Project」（プロジェクト期間：2004 年 11 月から５年間）を実

施しており、その１つのコンポーネントとして、Stockholder と一緒に Regional Plan の策定

を行っている。

　本格調査においてM/P策定対象となっている県・市がその中に含まれており、下水道関連

の業務として以下のような内容があがっている。これらは、上記（1）のドイツ政府の

「Institutional Support to the Syrian Water Sector」と、上記（2）の「地中海陸上起因汚染防

止プログラム」と相互補完的な業務内容となっている。

①　ダマスカスルーラル県：Technical and management training of staff of wastewater

companies. Assisting in implementation of existing investment program of wastewater

treatment and solid waste management, donor search etc

②　ラタキア市：Securing the implementation of the wastewater treatment plants

③　ディエルゾール市：Creation of public institution to maintain the sewerage network and

plant

④　タルトゥース市：Securing the implementation of the wastewater treatment plants

（7）マレーシア政府

　ダマスカス近郊の井戸の水質が悪い地域で、３か所の下水処理場建設計画を開始したとこ

ろである。全体の調査設計F/Sはマレーシア政府が無償援助で行い、その後１か所の下水処

理施設（1,000 人規模）の建設も無償援助で行う。残る２か所（5,000 ～２万 5,000 人規模）

はシリア側が建設する計画である。マレーシア政府が建設する下水処理施設は集中型の下水

処理場ではなく、オン・サイト型のセプティック・タンクのようなものを建設する計画と

なっている。

（8）スペイン

　ラッカ市の下水処理場建設を支援することを決定している。スペイン企業に対する設計施

工の入札が 2005 年 11 月に行われる予定である。入札の内容は、F/S の見直し、詳細設計、

建設までの Turn-key 契約となっている。融資機関（政府系あるいは民間投資銀行）、融資条

件についての情報を得られなかった。

４－７ 下水道の課題

　シリアでは、下水道全体について建設から維持管理まで一貫して統括する機関がなく、それぞ

れの機関が十分な連携をとらずに勝手に事業を実施しており、結果的に土木工事のみの先行、一

貫性のない処理法の選定、不適切な運営などの問題が生じている。また、予算も国から与えられ

るため、その地域の特性、技術・財政レベルなどを考慮した、下水道処理施設を設計するという

観点が抜け落ちている。
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　また、現在稼働している処理場は、小規模下水処理場を除いてすべて外国の援助により建設さ

れたものである。したがって、今後、住宅建設省が設計した下水処理場が次々に稼働し始めると、

いろいろな問題が顕在化することが予想されるが、その問題点を住宅建設省が取りまとめて、そ

れを次の設計にフィードバックさせる仕組みづくりがなされていない。

　さらに、管渠工事と下水道処理施設工事とが連携しているかどうかについても不明である。管

渠の大きさが適正規模なのか、また、排除方式に見合った管径になっているかをチェックするシ

ステムがない。施工方法についても、ディエルゾール市で見た下水管敷設現場では、対象地区の

上流に位置する場所に、管径 1,500mm程度のコンクリート管を十分な継ぎ手工事を施すことな

く、並べて埋め戻しをするというずさんな工事が行われている。

　現状では、下水道施設が無計画に、個別に連携もなく、しかも十分な品質管理もなく建設され

ているため、下水道事業に投資された資金が有効に使われていない。したがって、下水道がシス

テム全体として機能していないため、本来の目的である流域の水環境改善、水道水源水質の改善

に寄与しておらず、投資効果が極めて希薄な状況にある。

　これらの課題を解決するためには、①下水道行政の一元化、②下水道事業実施機関のキャパシ

ティー・ビルディング、③統一した下水道整備方針・戦略の策定、④下水処理場設計技術のフィー

ドバック体制の確立、等さまざまな施策を今後着実に実施していく必要がある。

　人材面においても、下水道処理場が整備されたあとの維持管理は、上下水道公社あるいは分離

して設立される下水道公社が担当することになっているが、これまで下水道事業の経験がないこ

とや、主な事業が上水道であったことから、公社の下水道に関する関心も低く、また、技術者も

ほとんどいないのが実情である。

　上下水道公社自身、主要事業である水道事業ですら歳入を上回る歳出となっているが、その赤

字分は政府が補填してくれることから、コスト意識も欠如しており、下水道分野の経営者・技術

者の育成・訓練が今後の大きな課題である。
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